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図面作成要領 

（目的） 

第１条 この図面作成要領（以下「本要領」という。）は、京都市が管理する道路における道路法

第１８条に基づく道路区域の決定の際に作成する道路区域決定図（以下「区域決定図」という。）、

京都市道路区域明示事務処理要領第１０条及び１１条に規定する道路法に基づき管理する道

路の道路区域明示図及び土地境界明示図（以下「区域明示図等」という。）、京都市里道及び

水路等境界明示事務処理要領第１０条に規定する里道及び水路等の土地境界明示図（以下

「境界明示図」という。）の作成に関し、必要な事項を定めることを目的とする。 

 

（区域決定図等の作成） 

第２条 区域決定図、区域明示図等、土地境界明示図（以下、「区域決定図等」という。）の作成に

ついては、本要領に基づくほかに、京都市公共測量作業規程（以下「作業規程」という。）に基

づき実施しなければならない。 

 

（測量作業） 

第３条 測量作業については、作業規程（５００分の１地形測量作業）に準ずるほか以下のとお

りとする。 

１ 区域決定図等の測量作業には、原則、「京都市公共基準点又は京都市４級基準点」（以下「京

都市基準点」という。）を使用し、世界測地系（第Ⅵ系）の座標を使用するものであるが、周囲

に既設の京都市基準点がないなど、新たな京都市基準点を設置することが困難で合理性を欠く

場合は、道路明示課と協議のうえ、任意の座標で測量作業を行うことができる。 

２ 平面図の縮尺は２５０分の１、横断面図の縮尺は１００分の１、基準点網図は２５００分の

１を原則とする。ただし、区画整理事業や道路事業など大規模なもの等については、道路明示

課と協議のうえ、平面図の縮尺を５００分の１とすることができる。なお、座標展開図及び詳

細図等の縮尺は任意とする。 

３ 各ポイント間の距離は、２０ｍ程度とし、メートル表示、小数点第２位（小数点第３位を四

捨五入）にまるめ、起点・終点、道路幅員の変化点、道路の折れ点、構造物（側溝等）の変化

点、また、道路区域を構成する公共用地（国有地、府有地、市有地）の敷地境界及び民有地と公

共用地との敷地境界等について、ポイントを設ける。ただし、民有地間の敷地境界の変化点に

ついては、この限りではない。 

４ ポイントには全て座標値（公共基準点を既知点とする）を設けるものとし、道路区域を構成

するポイントには原則として道路明示課が支給するコンクリート杭（以下「Ｃ」という。）又は

プレート（以下「Ｐ」という。）を設置する。それにより難い場合については、鋲（以下「Ｎ」

という。）又は座標のみのポイント（以下「Ｋ」という。）とする。 

５ 道路の曲線部の表示について、ポイントの設置に当たっては、図１のように道路の曲線上の

ポイントにおいて、弦Ｓを引き、弦Ｓが１０ｍ以下、中央縦距Ｍは２ｃｍ以下で表示すること

を基準とする。 
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図１ 曲線部ポイント設置例 

６ ポイントについては、２以上の永久構造物に引照点を設置し、また、隣接の境界標以外から

１箇所以上引照点を設置し、引照点についても座標値を設ける。 

７ 測量範囲については、縦断方向は、道路法手続き必要区間の両端から１０ｍする。横断方向

については、道路中心から２５ｍを標準とするが、これによりがたい場合は、道路明示課と協

議のうえ、直近の構造物、又は、構造物が無い場合は道路区域端から２ｍまでの測量とするこ

とができる。 

８ 横断測量については、道路区域線を構成するポイント位置（上下線どちらか一方でもよい）

で測量し、ポイントの間隔は２０ｍを基本とする。また、測量は路線の中心線に対し垂直方向

に行い、道路区域端から２ｍとする。 

 

（作図作業） 

第４条 作図作業については、作業規程に準ずるほか以下のとおりとする。 

＜提出方法等について＞ 

１ 提出方法等については、以下のとおりとする。 

(1) 原図は、ＣＡＤで作成し、表１に示す３種の電子データを納品する。 

 大きさは、Ａ２判横向きとする。 

 使用色は朱、黒のみとする。朱は RGB(255、0、0)、黒は RGB(0、0、0)とする。 

表１ 電子データ納品種別 

形式 備考 

ＤＸＦ（Drawing Exchange Format） 一般的なＣＡＤで取り扱える形式 

ＳＸＦ（Scadec data eXchange Format） 
電子納品形式 

ＳＦＣファイルを納品すること。 

ＰＤＦ（Portable Document Format） 

電子文書形式 

ベクトルデータで納品すること。 

Ａ２判横向き 

  特段の事情があり、やむを得ない場合は、道路明示課と協議のうえ、マイラーフィルム♯３

００（片面マット）とする。 

  また、区画整理事業など大規模なもの等については道路明示課と協議のうえ、縮尺は５００

分の１とし、Ａ０判とすることができる。その場合、道路台帳平面図の区画割に合わせる。 

(2) 作成する図面は、平面図、横断面図、基準点網図及び座標一覧表（基準点、ポイント）と

する。必要に応じて、座標展開図、詳細図も作成する。同一図面上に表示できる場合は、１

枚の図面に取りまとめる。 

 

M≦2cm

S≦10m

P.1

P.2
P.3

P.4

P.5
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(3) 図面右下角に表題を表示し、その上方１３ｃｍ四方については奥書証明文記述スペースと

して、空白とする。表題の詳細については、本要領第５条第１項による。 

(4) 原図インクジェット出力図（６０g/㎡以上） 

 境界点、線及び数値等に朱線着色したものを必要部数提出する。（道路明示課が指示する部

数） 

(5) 電子媒体(ＣＤ-Ｒ等、ＵＳＢは除く) 

電子媒体の図面データは、前述(1)の表１に示す３種の電子データ形式で作成する。提出に

あたってはエラーがないことを確認するとともにウイルス対策を行うこと。また、辺長及び

幅員のＳＴ計算書、基準点ＳＴ計算書、ジオイド高計算書をＰＤＦ形式で作成し、提出する

ものとする。（区域決定図及び境界明示図の計算書の提出は任意とする。） 

(6) 明示図に記載する記号については、「別表１ 明示測量記号調書」を基本とする。 

 

＜平面図＞ 

２ 平面図の作成については、以下のとおりとする。（別紙１参照） 

(1) 現況及び測量データは全て記入し、図面中に記載する記号は、「別表１ 明示測量記号調

書」によるもののほか、作業規程による。 

(2) 接続する路線名及び接続する名称を記入する。配置は、線形と平行とする。また、朱線に

接しない路線の路線名に関しては（ ）を付して表示する。 

(3) 原則として図面上方を北（方位「Ｎ」）とし、方位記号を図面左方に表示する。また、図面

上方を方位「Ｎ」とできない場合、図面右方を方位「Ｎ」とし、方位記号を図面左方に表示

する。さらに、世界測地系に基づく座標メッシュ（２５ｍ間隔又は５０ｍ間隔）を図枠周囲

に記入する。 

(4) 作図範囲が１枚に収まらない場合は、複数枚に分けることができる。その場合、各図面の

接続部に一点鎖線を施し、前後２０ｍを重複させる。また、各図面の位置関係が分かるよう

に、図２のとおり分割図を表示する。線種については、表２のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 分割図記載例 

(5) 各ポイントの表示が煩雑となった場合、詳細図を表示する。一部分のみを拡大する場合は、

辺の行き先の点名を枠外に表示する。 

(6) 道路区域線及び土地境界線は朱書き実線とし、道路区域及び土地境界を構成する各ポイン

ト及び各ポイント間の辺長の数値（メートル表示、小数点第２位（小数点第３位四捨五入）

表示（以下、基準点に関する数値以外はこれに準ずるものとする。））も、朱書きとする。ポ

イント名は黒書きとする。 

１ ２

３3号線

10号線
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(7) 路線の起点及び終点については、朱書き実線で閉じる。ただし、起点又は終点が他路線と

接続する場合は、黒書き破線とする。 

(8) 横断線については、横断面図を作成する箇所及び幅員の変化点に設けること。幅員が確定

される場合は朱書き破線で幅員を表示し、数値も朱書きとする。 

(9) 横断線における幅員の表示とは別に、既明示箇所を写し込む場合や参考幅員を表示する場

合は、黒書き破線で幅員表示し、数値も黒書きとする。 

(10) 道路拡幅を行う前や道路内に土地境界線がある場合の民有地、国有地及び市有地の境界

を表す線は黒書き実線とし、各ポイント及び各ポイント間の辺長の数値についても黒書き

とする。 

(11) 引照点から各ポイントまでの線は、黒書き一点鎖線とし、ポイント間の辺長の数値につ

いても黒書きとする。 

(12) 各線の線号については、表２のとおりとする。その他については、作業規程に準じる。 

 

表２ 線号種別 

線号 用途 線色 線種 

2 号線 

（線の幅 0.10mm） 
地図記号（植生等） 黒 実線 

3 号線 

（線の幅 0.15mm） 

道路区域線（交差点内部） 黒 破線 

敷地の所有権境を表す線 黒 実線 

座標一覧表の罫線 黒 実線 

表題の内罫線 黒 実線 

引照点から各ポイントまでの線 黒 一点鎖線 

隣接ポイントのタスキ線 黒 一点鎖線 

4 号線 

（線の幅 0.20mm） 

道路区域線（交差点内部は除く） 朱 実線 

幅員表示線 朱 破線 

10 号線 

（線の幅 0.50mm） 
図枠線 黒 実線 

(13) 町名及び地番の記入は黒書きとするほか、次のとおりとする。 

  ア 決定する朱線に隣接する（点接も含む）全ての土地の地番を記入する。 

  イ 官有地（道路（里道）及び河川（水路）用地に限る）及び民有地の表示は、決定する朱線

に接する土地を記入するものとし、官有地については後述４によるものとし、民有地につ

いては（ ）を付さずに地番を記入する。 

  ウ 作成する区域決定図等には接続する認定路線名、里道及び水路名を表示するものとする

が、決定する区域等に接しない場合は（ ）を付して表示する。 

  エ 片側のみ決定を行う場合、決定を行わない対側の町名については（ ）を付して表示す

る。 

  オ 表示する地番は、原則として測量年月日時点の法務局登記情報を使用する。 
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(14) 図枠線については、印刷の見切れを防止するため、用紙辺から２ｃｍ離隔する（左下業者

名欄はその外側に設ける）。 

(15) 接続する明示がある場合は、接続境界点の番号の先頭に「既」と記入し、決定番号及び年

月日を記入する。 

 

＜横断面図＞ 

３ 横断面図の作成については、以下のとおりとする。（別紙１参照） 

(1) 原則、道路の西から東又は南から北を視準した形で作成する。また、図３に示すように、

平面図にアラビア丸数字を付した切断線で当該箇所を示し、数字は傾けないこと。 

   番号の割り振りについては、原則、図面左方から図面右方に向かって又は図面下方から図

面上方に向かって割り振ること。 

 

 

 

 

 

図３ 平面図における横断面図作成箇所の表示例 

 

(2) 原則として、各路線の端部及びその中央部の３箇所について作成し、接続路線との交差部

や変形地などそれにより難い場合は、作成位置を最小限の範囲で移動する。 

(3) 交差点など、路線が大きく変化する場合又は２０ｍ以上直線が続く場合は、概ね２０ｍに

１箇所作成する。 

(4) 決定する道路区域線、土地境界線及び幅員表示については、朱書き（４号線）とする。既

明示線等その他の幅員表示については、黒書き（３号線）とする。 

(5) 敷地境については、民有地及び市有地ごとに記入し、黒書き（３号線）とする。 

(6) ポイントがある場合は、旗揚げの上に○印（直径１ｍｍ）と点名を入れる。 

(7) 横断面図には地番は記入せず、官有地の表示は４によるものとする。 

 

＜官有地等の表示＞ 

４ 平面図及び横断面図に記載する官有地（道路（里道）及び河川（水路）用地に限る）等の表示

は表３のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

P.1
P.2

P.3
P.4

P.5

P.6
既P.1

P.10
P.9

P.8
P.7

既P.2

④’

①

①’

②

②'

③

③’

④
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表３ 官有地等の表示 

所管 あり なし※ 

京都市建設局財産 

平面 
市有地（△-△） 

※カッコ内に地番を記載  

市有道路敷 

市有水路敷 

市有泥揚敷など 

横断 市有地 

市有道路敷 

市有水路敷 

市有泥揚敷など 

京都市建設局以外の 

市有財産 

平面 
〇〇局所管市有地△-△ 

※市有地の後に地番を記載 

〇〇局所管市有道路敷 

〇〇局所管市有水路敷 

〇〇局所管市有泥揚敷など 

横断 〇〇局所管市有地 

〇〇局所管市有道路敷 

〇〇局所管市有水路敷 

〇〇局所管市有泥揚敷など 

国有財産又は府有財産 

※証明権限あり 

平面 
国有地（又は府有地）（△-△） 

※カッコ内に地番を記載 

国有道路敷 

国有水路敷 

国有泥揚敷など 

横断 国有地（又は府有地） 

国有道路敷 

国有水路敷 

国有泥揚敷など 

国有財産 

※証明権限なし 

平面 
〇〇省所管国有地△-△ 

※国有地の後に地番を記載 

〇〇省所管国有道路敷 

〇〇省所管国有水路敷 

〇〇省所管国有泥揚敷など 

横断 〇〇省所管国有地 

〇〇省所管国有道路敷 

〇〇省所管国有水路敷 

〇〇省所管国有泥揚敷など 

民有地等 
平面 地番のみ記載  

横断 記載しない  

 ※道路敷や水路敷など複数存在する場合、平面及び横断に〇〇道路敷（〇〇水路敷を含む）と

記載する。 

 

＜座標展開図、座標一覧表＞ 

５ 座標展開図及び座標一覧表の作成については以下のとおりとする。（別紙１参照） 

(1) 縮尺については任意とする。 

(2) 道路区域線及び道路区域線を構成するポイントは、朱書きとする。 

(3) 土地境界線及び土地境界線を構成するポイントは、朱書きとする。 

(4) Ｃ点、Ｐ点、Ｎ点、Ｋ点、Ｉ点全ての座標値を、座標一覧表として表４及び表５のとおり

表示する。 

地番の有無 
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(5) 世界測地系座標を使用した場合は、座標値一覧表の上部に「世界測地系」と表示する。 

   

表４ 点の種別と記載する順番 

記号 種別 

C  コンクリート杭 

P  プレート 

N  鋲 

K  ポイント 

既 C  既設コンクリート杭 

既 P  既設プレート 

既 N  既設鋲 

既 K  既設ポイント 

A 
 参考点（区域決定箇所対側が明示されていない

場合等に設ける。） 

I 
 引照点（種別欄には引照点と表記せず「マンホ

ール中心」のように、現況の地物を表記する。） 

 

表５ 座標一覧表記載例 

       世界測地系     

境  界  点  座  標  一  覧  表 

点名 X 座標 Y 座標 種別 

C.** -******.*** -*****.*** コンクリート杭 

P.** -******.*** -*****.*** プレート 

N.** -******.*** -*****.*** 鋲 

K.** -******.*** -*****.*** ポイント 

既 C.** -******.*** -*****.*** 既設コンクリート杭 

既 P.** -******.*** -*****.*** 既設プレート 

既 N.** -******.*** -*****.*** 既設鋲 

既 K.** -******.*** -*****.*** 既設ポイント 

・・・ ・・・ ・・・ ・・・ 

I.** -******.*** -*****.*** マンホール中心 

(6) 平面図でポイントが明確に判別できる場合は、座標展開図を省略することができる。ただ

し、座標一覧表については省略することはできない。 

 

＜基準点網図、基準点座標一覧表＞ 

６ 基準点網図及び基準点座標一覧表の作成については、以下のとおりとする。（別紙１参照） 

(1) 決定箇所について、簡略化した形状を朱線で表示する。 

(2) 辺長についてはメートル表示とし、球面距離で小数点第３位（小数点第４位を四捨五入）
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表示する。 

(3) 基準点網図の背景については都市計画基本図をスキャン（白黒又はグレースケール）し、

ラスターデータで埋め込む。都市計画基本図については、一般社団法人京都府建築士会で入

手できる。 

(4) 各線の線種については、表２に準じる。 

(5) 区域決定図等の作成に当たって使用した全ての基準点の座標値を、基準点座標一覧表とし

て表６及び表７のとおり表示する。 

(6)  区域明示図等に記載する標高は、すべて標高改定に対応した値とし、基準点座標一覧表

の左下に「平成 26 年 4月 1 日付け標高改定対応済」を付記する。なお、区域決定図及び境

界明示図は任意とする。 

(7) ４級基準点を新設した場合、基準点座標一覧表の欄外右上に厳密網または簡易網の記載を

行う。なお、区域決定図及び境界明示図は任意とする。 

 

表６ 基準点の種別と記載する順番 

種別 

 既設 1 級基準点 

 既設 2 級基準点 

 既設 3 級基準点 

 既設 4 級基準点 

 4 級基準点 

 節点 

 補助基準点 

  ・欄外右上に「世界測地系」、「日本測地系」の別を表示する。 

  ・欄外右下に「平均縮尺係数」を表示する。 

 

表７ 基準点座標一覧表記載例 

世界測地系 厳密網  

（ジオイド 2011 使用） 

基  準  点  座  標  一  覧  表 

点名 X 座標 Y 座標 標高 ジオイド高 種別 

NO.**2**** -******.*** -*****.*** **.*** **.*** 既設 2級基準点 

NO.**3**** -******.*** -*****.*** **.*** **.*** 既設 3級基準点 

**-**** -******.*** -*****.*** **.*** **.*** 既設 4級基準点 

**-**** -******.*** -*****.*** **.*** **.*** 4 級基準点 

・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ 

T.** -******.*** -*****.*** **.*** **.*** 補助基準点 

平成 26 年 4 月 1 日付け標高改定対応済              平均縮尺係数 0.9999** 
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＜使用するフォント＞ 

７ 互換性を確保するため、ＭＳゴシック及びＭＳ明朝以外のフォントを使用してはならない。

また、フォントは電子データに埋め込むこととする。なお、フォントのアウトライン化は、線

のみの情報になってしまい編集できなくなるため、してはならない。 

 使用するフォントについては表８のとおりとする。 

 

表８ 作図項目別フォント標準仕様 

フォント種別 フォント大きさ 作図項目 

ＭＳゴシック 
10 ポイント 地番 

14 ポイント 町名、路線名、行政区名 

ＭＳ明朝 

8 ポイント 点名、辺長、方向角、幅員、メッシュ座標、路面種別 

10 ポイント 

幅員（横断面図）、既明示番号表示、施設名、地目、

路面種別、点名（座標一覧表）、点座標値、点備考、

点種別 

14 ポイント 表題、図題 

(1) フォントの大きさについて、配置することで文字同士が錯綜・混雑する場合は、小さくす

る等適宜調整すること。 

(2) 特に注釈が無い限り全ての作図種別に適用する。表に示されていない作図項目については、

原則としてＭＳ明朝を使用し、フォントの大きさは周囲に準じて配置すること。 

(3) 仮名及び漢字は原則として全角文字とする。 

(4) アルファベット及び数字は原則として半角文字とする。 

(5) 図枠表題については別紙３による。 
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（特記事項） 

第５条 その他の特記事項は以下のとおりとする。 

＜Ａ２判表題部＞ 

１ Ａ２判表題部の記入について（別図１参照）は次のとおりとする。 

(1) 件名 

   「道路区域決定図」「道路区域明示図」「土地境界明示図」とする。 

(2) 路線名等 

   該当図面において、道路区域線及び境界線が表示されている全ての路線名又は名称を記入

する。図面が複数枚にわたる場合は、図面それぞれに表示されている路線のみを記入する。

また、表示の順については、路線番号順に表示する。（昇順） 

(3) 所在地 

「京都市」を省き明示申請地の住所の代表所在地のみを行政区から地先記入する。（〇〇-

○番地先他）なお、代表所在地は、道路区域外の道路区域に隣接する地先とする。 

(4) 決定年月日 

区域明示図等の決定年月日の欄は空白とし、「令和 年 月 日」も記入しないものとする。 

区域決定図のみ告示年月日とし、既存図面を使用する場合は、上段に新しいものを記入す

る。（道路明示課で記入するため、新規に図面を作成する場合は「令和  年  月  日」

のみ記入し数字部分は空白とする。） 

(5) 決定番号の記入は以下のとおりとする。（イ、ウは区域決定図のみ該当） 

  ア 新規に図面を作成する場合は空白とする。 

  イ 図面が複数枚となる場合は、図面番号ごとに、全枚数の何枚目か分かるように決定番号

欄の右隅に記入する（例－1/2、2/3）。 

  ウ 既存図面を使用した場合は、右に新しいものを記入し、書き切れない場合は、上段に記

入する。 

  エ 別途決定による区域決定図又は区域明示図等の全てを写し込みを行う場合は、（ ）を付

して決定番号を記入する。また、部分的に写し込みを行う場合については記入しない。詳

細については、同条第３項による。 

(6) その他、図面の作成例（別紙１）を参照し作成を行うこと。 

(7) 作成者は、道路明示課に成果品を提出する前に、図面セルフチェック項目（別紙２）を確

認し、漏れや誤記のないよう努めること。 

＜Ａ２判測量年月日等表示部＞ 

２ Ａ２判測量年月日等表示部の記入については、次のとおりとする。（別紙３参照） 

(1) 測量年月日 

  測量年月日を記入する。 

(2) 測量業者名 

  受注者名を記入する。 

(3) 主任技術者名 

  受注者が定めた主任技術者名を記入する。 
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＜Ａ０判表題部＞（区域決定図） 

３ Ａ０判表題部の記入（別紙４参照）は以下のとおりとする。 

(1) 事業内容、作業機関名、法手続内容、及び路線名のみの記入とする（区域決定年月日及び

決定番号については、道路明示課で記入する）。 

(2) 表題部とは別に、図面上段に道路台帳平面図の区画割番号を記入する。 

＜写し込み＞ 

４ 区域決定図又は明示図の写し込み（別図２参照） 

  新規に作成する区域決定図において、全ての区域決定又は明示箇所が図化されているものに

ついては、朱線、必要な数値等を写し込み、決定番号及び決定年月日又は明示年月日を記入す

る。その場合、ポイント番号の付け替え、座標の変換は認めるが、座標の新しい測定値の記入

や、道路区域線及び各ポイント間の辺長の変更はしてはならない。ただし、既存ポイントの再

測定による辺長の誤差については、原則１ｃｍまで許容する。また、旧図にある構造物、権利

関係（地番）で、道路区域線に影響しない場合は、道路明示課の承諾を受け変更することがで

きる。 

＜接続表示＞ 

５ 接続明示及び区域決定の表示（別図２参照） 

(1) 接続明示図については、接続ポイントを黒書きで記入し、決定番号、決定年月日又は明示

年月日を記入する。 

(2) 区域決定図は接続ポイントを赤丸表記し、決定番号、決定年月日又は明示年月日を記入す

る。 

＜一部発行禁止及び発行禁止＞ 

６ 申請地又は関係土地に区域明示図があり復元可能であるが、土地境界明示図がなく再明示す

る場合（別図３参照） 

(1) 復元可能な場合 

    原則、前回明示の復元ラインを踏襲する。 

(2) 復元不可能の場合 

    前回明示の明示方針及び現地の状況を総合的に判断し再明示する。 

 

（区域決定における土地境界確定図の作成） 

第６条 区域決定図に記載されている道路区域（朱書き実線箇所）と土地境界が一致しない場合

（例…河川占用許可、使用貸借契約等による権原）以下のとおりとする。 

１ 土地境界を証明する必要のある土地が区域決定図に存在しない場合（例…道路区域内の土地

全てが河川占用許可又は使用貸借契約等による土地）は、表題部の下、枠外に「本図は土地境

界を証明するものではない。」と記載するものとする。 

２ 土地境界を証明する必要のある土地と河川占用許可、使用貸借契約等による所有権以外の権

原の土地が混在している場合は、表題部の下、枠外に「本図は土地境界を証明するものではな

い。」と記載するとともに、別途、土地境界確定図を作成するものとする。 

但し、既に必要な箇所の土地境界確定図が作成されている場合は、道路明示課と協議のうえ、

新たな土地境界確定図を作成しないことができる。 
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３ 土地境界確定図は、区域決定図と同範囲で作成することを基本とするが、区域決定図が複数

枚に亘る場合は道路明示課と協議のうえ、土地境界を証明する必要のある土地が記載された図

面のみを作成するものとする。 

 

（その他） 

第７条 

(1) その他、本要領に記載されていない内容に当たっては、道路明示課の指示による。 

(2) 区域決定図の作成にあたって、道路明示課と協議する必要がある場合は、発注課等を通じ

て協議する。 

 

 

 

 

 

 

附則 

 この要領は、平成５年から施行する。 

附則 

 この要領は、平成２８年８月１日から施行する。 

附則 

 この要領は、令和５年４月１日から施行する。 
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別表１ 明示測量記号調書 

名 称 記 号 線 号 備 考 

家 屋 

 

3 
 普通建物、堅ろう建物の区別

はしない。 

フ ェ ン ス 
 

 
3  

街 渠 桝 
 

3  

マ ン ホ ー ル 
 

3 

水（水道） 下（下水道） 

E（電気） G（ガス） 

T（電話） 等 

樹 木 （ 独 立 樹 ） 
 

 

2  

生 垣  3  

ブ ロ ッ ク  3  

葛 （ か ず ら ） 石  3  

コンクリート擁壁  3  

舗 装 As 8 ポイント 

As（アスファルト舗装） 

Co（コンクリート舗装） 

Gr（砂利、土舗装） 

ILB（インターロッキング舗装） 

石張り（石畳、石張り） 

タイル 等 

電 柱 
 

3 EP（電力柱） TP（電信柱） 

基 準 点     NO.0*3**** 4 

  1 級基準点  2 級基準点 

  3 級基準点  4 級基準点 

  節   点  補助基準点 

下

EP
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境 界 点 ○ P.**  4 

P.** プレート 

C.** コンクリート杭 

N.** 鋲 

K.** ポイント 

既 設 境 界 点 〇 既 P.** 3 

既 P.** 既設プレート 

既C.** 既 設 コ ン ク リ ー ト 杭 

既 N.** 既設鋲 

既 K.** 既設ポイント 

引 照 点 〇 I.** 3 マンホール中心 等 

民 地 境 界 線 ― 4 必要に応じて黒実線で表示 

底 地 境 界 線 ― 4 必要に応じて黒実線で表示 

 

※その他、必要に応じて、作業規程の公共測量標準図式を準用する。 

 

（別図１） 

＜区域決定図＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

京都市建設局土木管理部道路明示課

件 名 道 路 区 域 決 定 図

路 線 名 

所 在 地 

決定年月日 

決定番号 

縮 尺○○緯 10 号線 ○○経 2 号線 

  中京区上本能寺前町 488 番地先他

令和  年  月  日 

1/250 

2cm

1
 .
 5
 c
 m
 

1
 c
 m
 

1
 c
 m
 

1
 c
 m
 

1
 c
 m
 

1
 .
 5
 c
 m
 

7cm 2cm 2cm 

13cm 

1/2 

1
 0 
号
 線
 

10 号線 

10 号線 

3 号線

3 号線

3 号線

3 号線

3 号線

18pt

11pt

11pt

9pt

11pt

20pt

11pt

12pt 

11pt 

14pt

11pt 

20pt 
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＜区域明示図＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜境界明示図＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊注意事項 

 ・区域決定図のみ線号や文字のフォント及び枠の大きさを示しているが、区域明示図及び境界

明示図にも該当するものとする。 

・Ａ２判表題部については、上記のとおり図枠右下に記載する。 

・表題部上段１３ｃｍ四方は空白とする。 

・使用フォントはＭＳ明朝のみとする。 

・外枠線は１０号線、内罫線は３号線を使用する。 

・区域決定図、区域明示図、境界明示図ともに表題の表記が異なるため注意すること。 

件 名 道 路 区 域 明 示 図 

路 線 名  縮 尺  

所 在 地  

明示年月日  

決 定 番 号  

京都市建設局土木管理部道路明示課 

件 名 土 地 境 界 明 示 図 

路 線 名 又
は名称 

 縮 尺  

所 在 地  

決定年月日  

決 定 番 号  

京都市建設局土木管理部道路明示課 
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（別図２） 

【区域決定図又は明示図の写し込み及び接続する場合の表示例】 

 

 

 ・明示番号（＊＊＊＊＊＊＊）の既存の明示図例 

                     

   新たに区域決定する道路区域線と、Ｐ.１、Ｐ.１０で接続する明示図の道路区域線。 

 

(1) 明示図又は区域決定図の写し込みを行う場合（区域決定図のみ該当） 

 

  本要領第５条第３項の規定に基づき、新たな区域決定図に既存の明示図の写し込みを

行って合成し、新たにポイント番号を付け直したものである。この場合、本区域決定図に

より両図面の決定の証明がなされることとなり、全て朱線表示となる。 

 

(2) 明示図又は区域決定図の接続がある場合 

 

  本要領第５条第４項の規定に基づき、新たな区域決定図に既存の明示図の接続がある

ことを示したものである。この場合、既Ｐと記入されているポイントについては、既存の

明示図において決定がなされたポイントであり、本区域決定図では単に既Ｐで他の明示

図と接続していることを示しているだけであるため、既Ｐで赤丸表記とする。また、区域

明示図等及び境界明示図については既Ｐで黒丸表記とする。 

 

 

 

 

 

 

 

P.1 P.2 P.3
P.4

P.5

P.6

P.8 P.7
P.9

P.10

P.1 P.2

P.3
P.4

P.5

P.6

P.20
P.19

P.18
P.17

P.7 P.8 P.9
P.10

P.11

P.12

P.14 P.13
P.15

P.16

平成＊＊年＊＊月＊＊日
明示（＊＊＊＊＊＊＊）

P.1
P.2

P.3
P.4

P.5

P.6
既P.1

P.10
P.9

P.8
P.7

既P.2

平成＊＊年＊＊月＊＊日
明示済（＊＊＊＊＊＊＊）

区域明示図等 
既P.1 

既 P.2 

平成**年**月**日 

明示済(*******) 

区域決定図 

既 P.1 

既 P.10 

既 P.2 既 P.3 
既 P.4

既 P.5 

既 P.9 既 P.8 既 P.7 
既 P.6 
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（別図３） 

・申請地又は関係土地に区域明示図があり復元可能であるが、土地境界明示図がなく 

 再明示する場合 

 

 

 

 

 

 

 

     新しく明示する部分 区域明示図だけがある部分 

 

・復元可能な場合 

  

 

 

 

 

 

 

   ＊明示前のＫ.１-Ｋ.２と明示後のＫ.２-Ａ.１は同じ座標であり、Ｋ.３はその 

   ライン上に存在する。 

 

・復元不可能な場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ＊明示前のＫ.１と明示後のＫ.２は一致しない、現況及び当時の明示方針に 

    したがって再明示する。 

 

西 

申請地 

北 

 

南 

K.1 K.2 明示がない箇所 

K.1 K.2 K.3 A.1 

180° 

←明示前 

←明示後 

K.1 K.2 明示図がない箇所 

K.1 K.2 K.3 

←明示前 

←明示後 
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別紙２  

図面セルフチェック項目 

                                                                            R5.4.1 

項  目 

⑴   区域線及び境界線   

  

ア  朱線（実線）で区域線及び境界線が記載されているかを確認する。   

イ 
  幅員が破線、引照及びタスキが一点鎖線で記載されているかを確認

する。 
  

⑵   町名（フォント/MS ゴシック）   

  
ア 

 平面図に町名（大字がある場合は大字から）が記載されているかを 

確認する。  
  

イ  明示非該当箇所は、町名がカッコ書きされているかを確認する。   

⑶   地番（フォント/MS ゴシック）   

  

ア  公図と図面の地番の位置が合っているかを確認する。   

イ 

 同意済みの地番が記載されているかを確認する。 

 なお、不同意地番はカッコ書きされているかを確認する。 

 ※区域明示図及び境界明示図の場合のみ。 

  

ウ 
 道路内の市有地は、地番がカッコ書きされているかを確認する。 

 例：市有地（1-1） 
  

エ 
 官公庁の財産が存在する場合、記載されているかを確認する。 

 ※道路区域決定図等作成要領参照  
  

⑷   路線名（フォント/MS ゴシック）   

  

ア 
 明示する路線名が記載されているか、路線名の表記が正しいか、ま 

た、接続しない路線名がカッコ書きで記載されているかを確認する。 
  

イ 

 里道及び水路名も、同様に記載されているか、表記は正しいか、ま

た、接続しない里道及び水路名がカッコ書きで記載されているかを確

認する。 

  

⑸  既決定図及び既明示図等   

  

ア 

 接続図面の表記は、以下の例を参照する。 

 (例)令和○○年○○月○○日 

     明示済（○○○○○○） 

 なお、確定明示図の場合は確定済、決定図の場合は決定済と記載さ

れているかを確認する。 

  

イ 

 対側地に既明示・既確定・既決定図面がある場合は、大カッコで記

載されているかを確認する。(例) 令和○○年○○月○○日 

                  明示済（○○○○○○） 

  



⑹  方位   

  ア  方位記号が記載されているかを確認する。    

 イ 

 北が図面の上側になるように、平面図が作成されているかを確認す

る。 

 なお、方位記号の北は世界測地系における北であり、「真北」では

ない。 

  

⑺  点名   

  
ア 

 境界点座標値一覧表の記載順は、以下のとおりとする。   

(ア) C（コンクリート杭）  

(イ) 
  P（プレート）※ただし、既設プレートを新点とする場合は種

別を既設プレートとする。 
  

(ウ)   N（鋲）   

(エ)   K（ポイント）   

(オ)  既○（既設○○○○）   

(カ)  A（参考点）   

(キ)   I （引照点）   

イ  平面図と断面図の境界点の相違がないかを確認する。   

⑻  辺長   

  
ア  点間距離計算書の値と平面図の辺長との相違がないかを確認する。   

イ  既決定図及び既明示図等と辺長の相違がないかを確認する。   

⑼  横断面図   

  

ア 
 片側明示の場合は、「市有地」等を明示箇所側へ寄せて記載して

いるかを確認する。※対側地に既明示がある場合を除く。 
  

イ 
 市有地は、地番を記載せず、「市有地」のみ記載されているかを確 

認する。 
  

ウ 
 明示の根拠となった構造物（葛石、旧壁等）が記載されているかを

確認する。   
  

 エ 
 路面の種別が記載されているかを確認する。 

 （例）As（アスファルト舗装）、Co（コンクリート） 
 

 オ 
 幅員だけでなく、側溝フタからの距離等が記載されているかを確認 

する。 
 

 カ  新たに確定した幅員は、朱書きで記載されているかを確認する。  

 

 



 

 

⑽  詳細図   

 ア 

境界線が近接する場合や、点数が多く幅員及びタスキの記載が重な

る場合は、詳細図が記載されているかを確認する。 

 また、辺長等についても、整合性の確認をする。 

 

  イ 
明示の根拠となった構造物（葛石、旧壁等）が記載されているかを

確認する。  
  

⑾  表題欄   

  

ア  件名、路線名、所在地が正確に記載されているかを確認する。   

イ 
 ２件以上の連番の場合、申請地が抜けなく記載されているかを確認

する。※区域明示図及び境界明示図の場合のみ。 
  

⑿  基準点座標一覧表  

 ア 
欄外右上に「世界測地系」、「日本測地系」等が表示されているか

を確認する。 
 

 イ 
欄外下に「平均縮尺係数」、「平成 26 年 4 月 1 日付け標高改定

済」（標高改定を行った場合）が表示されているかを確認する。 
 

⒀  基準点網図  

 ア 
道路区域決定等箇所について、簡略化した形状を朱線で表示できて

いるかを確認する。 
 

 イ 
辺長についてはメートル表示とし、球面距離で小数点第 3 位（小数

点第 4 位を四捨五入）で表示できているかを確認する。 
 

 ウ 

基準点網図の背景については都市計画基本図をスキャン（白黒又は

グレースケール）し、ラスターデータで埋め込まれているかを確認す

る。※都市計画基本図については、一般社団法人京都府建築士会で入

手できる。 

 

⒁  その他   

  ア 
 証明印用の余白（13cm 四方の余白）が表題欄の上にあるかを確認

する。 
  

 イ 
 図枠周囲に世界測地系に基づく座標メッシュ（25m 間隔または

50m 間隔）が記載されているかを確認する。 
 

 ウ 

 境界明示図の一部再明示又は全部再明示がある場合は、表題欄の上

に以下のとおり記載する。 

 (例)一部再明示の場合 

   ○年○月○日付け○○第○-○○号の確定の一部を取消し、本 

図朱線のとおり市有財産の境界を明示する。                 

 (例)全部再明示の場合 

   ○年○月○日付け○○第○-○○号の確定を取消し、本図朱線 

のとおり市有財産の境界を明示する。                           

 ※境界明示図の場合のみ。 
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（別紙３） 

(1) Ａ２判図枠配置例 

  Ａ２判図枠については、用紙端から２ｃｍ離隔して配置する。線号は１０号線とする。 

  表題部及び測量年月日等表示部については、次項に示す。 

測量　平成28年4月25日
測量業者名

○○測量株式会社
主任技術者名 ○○　○○

6cm 6cm 6cm

1.
2c

m 14pt 14pt 14pt11pt

7pt

1
0
号

線

10号線3号線3号線

京都市建設局土木管理部道路明示課

件 名 道 路 区 域 決 定 図

路 線 名

所 在 地

決定年月日

決定番号

縮　尺

プ　レ　ー　ト
コンクリート杭
埋　設　本　数

○○緯１０号線　○○経２号線

　　中京区上本能寺前町４８８番地先他

平成　　年　　月　　日 P=11枚
C= 1本

1/250

2cm

1.
5
cm

1
cm

1c
m

1c
m

1
cm

1.
5
cm

7cm 2cm 2cm

13cm

1/2

1
0
号

線

10号線

10号線

3号線

3号線

3号線

3号線

3号線

18pt

11pt

11pt

9pt

11pt

20pt

11pt

11pt

11pt

14pt

11pt

11pt
7pt

20pt

2cm

2cm

2c
m

2c
m

2cm

2
c
m

2cm

2
c
m

令和  年  月  日 
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(2) Ａ２判測量年月日等表示部記載例 

  Ａ２判測量年月日等表示部については、次の図のとおり図枠左下欄外に記載する。 

 

 

 

 

 

 

  ・使用フォントはＭＳ明朝のみとする。 

  ・外枠線は１０号線、内罫線は３号線を使用する。 

 

測量　平成28年4月25日
測量業者名

○○測量株式会社 主任技術者名 ○○　○○

6cm 6cm 6cm

1.
2
c
m 14pt 14pt 14pt11pt

7pt

1
0
号
線

10号線3号線3号線



  

20 

（別紙４） 

(1) Ａ０判図枠配置例１ 

  Ａ０判図枠については、用紙端から上・下・左端に関しては８．８５ｃｍ、右端に関しては１０.８５ｃｍ離隔して配置する。線号は１０号線及

び３号線を以下の詳細図のとおり表記する。表題部、図画番号、図化区割番号、決定事項記入欄及びその他については、次項に示すとおりとする。 

 

 

 

京
　 

都
　 

市
　 

建
　 

設
　 

局

1 3 2

○○○○

132 133

144 145

18 19 20

23 24 25

3 4 5

　決定事項

   決定年月日

   事業内容　　（事業者名）

   作業機関名

   法手続内容　（路線名）

   ○○第△地区土地区画整理事業

   京都測量設計株式会社

   区域変更

   　○○第△経１号線

   　○○第△経２号線

   　○○第△経３号線

   　○○第△経４号線

   　○○第△緯１号線

   　○○第△緯２号線

   平成２８年５月１７日

   ２８３０１２

1 3 2 － 2 4

○ 
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測 

量 

設 

計 

株 

式 

会 

社 

調 

製

1 3 2 － 2 4 京　都　市　道　路　台　帳　平　面　図　（　区　域　決　定　）
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 (2) Ａ０判表題部記載例 

  ・表題名 

    表題名は「京都市道路台帳平面図（区域決定）」とし、図枠外上部に配置する。 

ＭＳゴシック、４３ポイントとする。 

 

 

 

 

 

 

  ・図画番号 

 図画番号は、用紙上端から 

１００ｍｍ、右端から４８ｍｍ

の位置に４０ｍｍ×３０ｍｍ

の枠を配置する。 

 枠の使用線号は３号線とし、

図画番号についてはＭＳゴシ

ック、２０ポイントとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

京　都　市　道　路　台　帳　平　面　図　（　区　域　決　定　）

G,43pt

1 3 2

○○○○

132 133
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 ・図画割番号 

 

 図画割番号は、図画番号枠か

ら２０ｍｍ、用紙右端から３０

ｍｍの位置に７５ｍｍ×６０

ｍｍの枠を配置する。 

 枠の使用線号は、当該図画割

番号枠については１０号線、そ

の他は３号線を使用する。 

 図画割番号についてはＭＳ

ゴシック、１８ポイント、図画

番号についてはＭＳゴシック、

１４ポイントとする。 

 

 

 

 

 決定記事記入欄下部及び図枠

左上部についても、図画割番号を

記入する。ＭＳゴシック、２８ポ

イントとする。 
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 ・決定事項記入欄 

 

 決定事項記入欄は、用紙下端

から８８.５ｍｍ、用紙右端から

３０ｍｍの位置に６５ｍｍ× 

４３０ｍｍの枠を配置する。 

 枠の使用線号は３号線とする。 

 表題「決定事項」については、

枠高さを１０ｍｍとし、ＭＳゴ

シック、１４ポイントとする。 

 凡例「決定年月日」「事業内容

（事業者名）」「作業機関名」「法

手続内容（路線名）」については、

枠高さを５ｍｍとし、ＭＳゴシ

ック、１１ポイントとする。 

 以下、決定記事については、枠

高さを５ｍｍとし、ＭＳゴシック、

１０ポイントとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　決定事項

   決定年月日

   事業内容　　（事業者名）

   作業機関名

   法手続内容　（路線名）

   ○○第△地区土地区画整理事業

   京都測量設計株式会社

   区域変更

   　○○第△経１号線

   　○○第△経２号線

   　○○第△経３号線

   　○○第△経４号線

   　○○第△緯１号線

   　○○第△緯２号線

   平成２８年５月１７日

   ２８３０１２
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